
委員会

市街地に近い公共水域、港湾施設等の既存ストック、小型
船舶の適正で安全な利活用の促進を目指し

・モデル事業の方向性検討
・実現に必要な調査・調整等の支援
・ガイドラインの策定

を実施

「水域を活用した地域活性化方策のガイドライン ～市街地に近い水域活用の新しい取り組みのために～」 の策定について

検討方法 ～水域活用等促進プログラムの実施～
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・課題の明確化 ・現況の把握・整理 ・検討体制の構築
・調整可能な計画の検討 ・取組みの実施・運営

モデル事業の実施
○実施港湾
・平成１７年度 東京港、小樽港
・平成１８年度 名古屋港、木更津港
・平成１９年度 博多港、大阪港

○平成１７年度から３年間、海事局と港湾局が連携して「沿岸域における適正な水域活用等推進プログラム委員会」を設置し、モデル事業を行い検討しました。

○実水域を対象に、数多い利害関係者の意見調整を行いながら、水域利用計画やルールづくりを検討し、水域の活用方策の具体的モデルを提示する社会実験等を実
施しました。

○その結果をもとに、「水域を活用した地域活性化のガイドライン」をとりまとめました。

◆委員会構成

留意した上で

◆主な委員会構成メンバー

応募・実施

認定・支援

等


